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「地上デジタル放送受信相談会」が開催されています !
～ １２月１０日（金）まで ～

　相談会では、地デジチューナ－やＵＨＦアンテナの設置工事など地デジを見るためにはどのような準備が必要かといった基礎

的な相談のほか、ご自宅やお住まいの地域で地上デジタル放送を受信するための具体的な相談に、デジサポ茨城の専門スタッ

フが個別に対応してくれます。

　事前予約は必要ありませんので、ご都合がつく日時に、ぜひ会場でご相談ください。

※１ 必ず、開催日時・相談会場をお確かめの上、会場にお越しください。※２ 参加費は無料です。事前予約は必要ありません。

※３市内の方であれば、どの会場でも相談を受けられます。

【相談会に関するお問い合わせ先】
総　務　省　　　　　　　　　　
茨城県テレビ受信者支援センター

（デジサポ茨城　相談会グループ）
℡ ０２９－３０３－２６０１

（平日 / 午前９時から午後６時まで）

お電話でも相談を受け付けています
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12/23（木）
（天皇誕生日）

麻生地区の燃えるごみの収集日
※燃えるごみ以外は、収集しません
（美化センター休業日）

12/28（火） 玉造地区（ごみ収集最終日）
　29（水） 北浦地区（〃）

　30（木） 麻生地区（〃）※美化センター一般受付：午前 11時まで
12/31（金）
～ 1/3（月） 美化センター休業期間

４（火） 玉造地区（ごみ収集開始日）※美化センターー般受付：午前９時～
５（水） 北浦地区（ごみ収集開始日）
６（木） 麻生地区（〃）
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12 月 27 日～ 30 日、美化センターは相当の混雑が予想さ
れます。年末の大掃除等によるごみは、できる限りお早
めに搬入されますようお願いします。

市 役 所

12/29（水）～ 1/3（月）
出生、婚姻、死亡届等は
受け付けます※死亡届
の場合は事前にご連絡
ください

公 民 館 12/27（月）～ 1/4（火）

図 書 館 12/27（月）～ 1/4（火）

麻 生 運 動 場
北 浦 運 動 場
玉 造 運 動 場

12/27（月）～ 1/4（火）

麻生衛生センター
玉造有機肥料
供給センター

12/31（金）～ 1/4（火）

あ そ う 温 泉
「白帆の湯」

年末は休まず営業
1/5（水）　休館

北 浦 荘 年末は休まず営業
1/3（月）　休館

ストックヤード
閉鎖について

1/1（土）・1/2（日）は
閉鎖（通常は土日のみ開所）

相談会場 市役所 北浦庁舎 ( ロビー ) 市役所 麻生庁舎 
( ロビー )

麻 生 保 健 セ ン タ ー
（ロビー・予防接種室）

開 催 日 １２月１日（水） １２月２日（木） １２月３日（金） １２月４日（土） １２月５日（日） １２月６日（月） １２月７日（火） １２月８日（水） １２月９日（木） １２月１０日（金）

受付時間 午前１０時～午後４時３０分
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行方市の農業振興地域整備計画の見直しを実施します
農林水産課（北浦庁舎）☎ ０２９1（３５）２１１１

【農業振興地域整備計画の見直しについて】

　行方市では、平成 22年度から平成 23年度にかけて行方市の農業振興地域整備計画（農振計画）の見直しを行います。

この農振計画は、「農業振興地域の整備に関する法律（農振法）」に基づいて、おおむね 10年先を見通した農業を振興

するための総合的基本計画として定められたものです。現在、行方市の農業振興地域整備計画は、麻生地域、北浦地域、

玉造地域の旧町ごとに定められていますが、今回の見直しにより行方市全域の計画として策定されることになります。

【農用地区域について】

　農業振興地域には、農用地として利用するための「農用地区域」が指定

されています。農用地区域の農地は、原則として農業以外の目的には利用

できません。

＊農用地区域からの除外について

　農用地区域に指定されている農地を、やむを得ず、農業以外の目的に利

用する場合は、農振法第 13条第 2項の要件を満たし、更にその目的につ

いて、農地法、都市計画法、建築基準法などの他法令による許認可が見込

まれる必要があります。

　この要件を満たしていることを条件に「農業振興地域整備計画の変更（農振除外）」手続きが必要となりますので、

事前に農林水産課へご相談ください。（完了まで、申出締切日から約 5ヵ月の期間を要しますのでご注意ください）

農振除外の要件（農振法第 13 条第２項）
１．農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であり、農用地区域外の土地をもって代えることが困難であること

２．農用地の集団化、農作業の効率化、その他土地の農業上の効率的・総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこと

３．効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること

４．農用地区域内の保全施設等が有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと

５．土地改良事業等の受益地である場合は、その事業実施後８年を経過していること

※平成 21年 12月から改正農地法等が施行され、農用地区域からの除外が厳格化されました。

＊個別の農振除外（随時変更）の申出書受付は、年に３回予定されています。
　次回の受付締切日は平成 23年 1月 31 日です。

平成23年度は農振除外の手続きを一時停止します！

　行方市の農振計画見直しは、平成 22 年度に市内各地域の情勢調査（基礎調査）及び関係機関との調整を行い、平成

23 年度に計画確定の手続きを行う予定です。このため、平成 23 年度中は、農振除外手続きを一時停止いたしますので、

計画のある方はお早めに農林水産課へお申し出ください。
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茨城県ドクターヘリ運航中
県では、救命医療の専門医が３０分以内で県内全域に急行し、県民の貴重な生命を守ることが
できる「ドクターヘリ」の運航を７月１日から開始しました。

○
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
と
は

　

ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
は
、
救
命
用
の
医
療
機
器
を

装
備
し
て
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
に
常
駐
し
、
消

防
機
関
・
医
療
機
関
等
か
ら
の
出
動
要
請
に

基
づ
き
、
救
急
医
療
の
専
門
医
・
看
護
師
が

同
乗
し
て
救
急
現
場
に
向
か
い
、
現
場
か
ら
適

切
な
医
療
機
関
に
搬
送
す
る
ま
で
の
間
、
患
者

に
救
急
医
療
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
専
用
の
ヘ

リ
コ
プ
タ
ー
で
す
。

　

な
お
、
県
で
は
、
国
立
病
院
機
構
水
戸
医

療
セ
ン
タ
ー
（
茨
城
町
桜
の
郷
）
と
水
戸
済
生

会
総
合
病
院（
水
戸
市
双
葉
台
）を
、ド
ク
タ
ー

ヘ
リ
が
常
駐
す
る
基
地
病
院
に
指
定
し
て
い
ま

す
。

○
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の
運
用
方
法

　

ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
は
、
消
防
機
関
及
び
医
療
機

関
か
ら
の
要
請
に
基
づ
き
出
動
し
ま
す
。
救
急

車
の
よ
う
に
市
民
が
直
接
要
請
す
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。

　

救
急
隊
と
出
動
し
た
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
が
合
流

す
る
地
点
を「
ラ
ン
デ
ブ
ー
ポ
イ
ン
ト
」と
い
い
、

学
校
の
グ
ラ
ウ
ン
ド
な
ど
が
、
あ
ら
か
じ
め
選

定
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

運
航
時
間
は
毎
日
午
前
８
時
30
分
か
ら
午

後
５
時
30
分
（
日
没
）
ま
で
で
、
気
象
条
件
に

よ
り
中
止
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の
出
動
に
係
る
費
用
に
つ
い

て
は
、
県
で
負
担
し
て
お
り
ま
す
の
で
患
者
の

費
用
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
医
療
行
為
に
係

る
費
用
に
つ
い
て
は
患
者
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

○
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の
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デ
ブ
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イ
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ト

　

ラ
ン
デ
ブ
ー
ポ
イ
ン
ト
は
、
平
成
22
年
８
月

11
日
現
在
で
、
県
内
に
９
６
４
ヵ
所
、
市
内
に

34
箇
所
が
選
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
生
命
を
守
る
た
め
の
お
願
い

　

ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の
離
着
陸
の
際
に
は
、
消
防

機
関
が
安
全
確
認
を
行
い
ま
す
が
、
騒
音
や
強

風
（
グ
ラ
ウ
ン
ド
等
で
は
砂
ぼ
こ
り
）
が
発
生

し
ま
す
。
ラ
ン
デ
ブ
ー
ポ

イ
ン
ト
の
近
く
に
お
住
ま

い
の
方
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、
砂
ぼ
こ
り
や
騒
音
で

ご
迷
惑
を
お
か
け
し
ま
す

が
、
ご
理
解
・
ご
協
力
を

お
願
い
い
た
し
ま
す
。

問い合わせ　茨城県保健福祉部医療対策課　０２９－３０１－３１８６

北浦第１グラウンド 北浦第２グラウンド

なめがた地域総合病院 玉造浜野球場

玉造運動場 玉造泉野球場

高須崎公園 麻生運動場

白浜少年自然の家 白浜少年自然の家キャンプ場

天王崎公園（芝生広場） レイクエコー駐車場

市内の市立小学校（18 校） 市内の市立中学校（４校）

わ
が
家
の
耐
震
性
を
確
認
し
ま
せ
ん
か

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
再
募
集
）

　

行
方
市
で
は
、
既
存
木
造
住
宅
の
耐
震
性
を
確
認

し
て
い
た
だ
く
た
め
の
『
耐
震
診
断
士
派
遣
事
業
』

を
展
開
し
ま
す
の
で
、
事
業
希
望
者
を
募
集
し
ま
す
。

【
診
断
概
要
】　

茨
城
県
木
造
住
宅
耐
震
診
断
士
を
派

遣
し
、
目
視
や
聞
き
取
り
に
よ
る
一
般
診
断
を
行
い
、

耐
震
補
強
が
必
要
か
ど
う
か
を
判
定
し
て
も
ら
い
ま

す
。
診
断
後
、
耐
震
補
強
の
工
事
や
精
密
診
断
を
強

制
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
募
集
期
間
】　

平
成
22
年
12
月
１
日
（
水
）
～
平
成

22
年
12
月
17
日
（
金
）

【
対
象
住
宅
】　

昭
和
56
年
５
月
31
日
以
前
に
着
工
さ

れ
た
木
造
住
宅
で
、
階
数
が
２
階
以
下
の
も
の
。
併

用
住
宅
の
場
合
は
、
面
積
の
半
分
以
上
が
住
宅
と
し

て
使
わ
れ
て
い
る
も
の
。

【
対 

象 

者
】　
「
対
象
住
宅
」
の
所
有
者
で
、
税
の
滞

納
の
無
い
方

【
募
集
件
数
】　

10
戸
程
度
（
先
着
順
。
定
数
に
達
し

た
時
点
で
締
切
）

【
調
査
費
用
】　

無
料

【
申
込
方
法
】　

所
定
の
申
込
書
に
必
要
事
項
を
記
入

の
上
、行
方
市
役
所
建
設
課
（
玉
造
庁
舎
）
も
し
く
は
、

麻
生
・
北
浦
庁
舎
の
総
合
窓
口
に
提
出
。

※
申
込
書
は
、
建
設
課
及
び
麻
生
・
北
浦
庁
舎
の
総

合
窓
口
に
用
意
し
て
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
行
方
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
『
お
知
ら
せ
』
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で

き
ま
す
。

《
注
意
事
項
》｢

耐
震
診
断｣

や｢

耐
震
改
修｣

に
名

を
借
り
た
セ
ー
ル
ス
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
市
で
は
、

業
者
等
の
斡
旋
を
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
問
い
合
わ
せ
】

建
設
課
（
玉
造
庁
舎
）
０
２
９
９
ー

５
５
ー

０
１
１
１
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税 金
のお知らせのお知らせ

今月の税金
市・県民税　第4期

国民健康保険税　第 6期

納付期限（口座振替日）

は 12月 27日です。

不動産公売参加のご案内

　納付催告に応じない滞納者に対し、不動産の合同公売を実施します。

　平成２２年度は、鉾田市・潮来市・行方市・県税事務所による合同公

売を実施します。入札参加を希望の方は、各市役所にある『公売広報』

をご確認ください。また、郵送をご希望の方は行方市役所収納対策課ま

でご連絡ください。12 時 50 分から受付を開始し、午後１時から入札に

ついての説明を行います。

■	公売日時：平成２３年２月１日（火）午後１時 20 分～午後２時
■	場　　所：行方合同庁舎内　２階大会議室　（行方市麻生 1700-6）
■公売対象不動産

売 却 区 分 財産の表示　・　見積価額　・　公売保証金額

１０－１１
・行方市於下字松原１３０番１６　　　畑   ４, ９５１㎡
・見積価額　９８０，０００円 （公売保証金額　１００，０００円）

１０－１２
・行方市行戸字出戸１８５番１　　　　　畑   １, ９４１㎡
・見積価額　４００，０００円 ( 公売保証金額　４０，０００円）

１０－１３
・行方市若海字後田３１７番２　　　　　田   １, ７５０㎡
・見積価額　４００，０００円 （公売保証金額　４０，０００円）

【問い合わせ】　収納対策課（麻生庁舎）　☎０２９９－７２－０８１１

■�農地法等の許可を必要とする公売財産（農地）への入札を希望する場合には、行方市農業委員会
の発行する『買受適格証明書』の提出が必要となります。手続きについては、行方市農業委員会事
務局　℡０２９１（３５）２１１１（北浦庁舎１階）へお問い合わせください。
■�公売には、原則として、定められた公売保証金を納付すれば、どなたでも参加することができます。
ただし、買受人の制限（国税徴収法第９２条）、公売実施の適正化のための措置（国税徴収法第
１０８条）等、買受人となることができない方は参加できません。
■�執行機関は買受人への不動産登記簿上の所有権移転などの登記は行いますが、物件の引渡の義務
　�を負いません。物件内の動産類やごみの撤去、占有者の立ち退きなどは、
全て買受人自身で行っていただきます。また、隣地との境界は買受人と隣地
所有者で協議してください。
■公売日直前に、滞納税の完納などで中止になる場合があります。

インターネット公売を実施します！

　市税滞納者から差押えた財産のインターネット公売を実施します。

なお、公売財産の内容や参加方法については行方市ホームページにてご確認ください。

　　【公  売   財   産】船舶、工具類（コンプレッサ、電気チェーンのみ、電動丸のこ等）

　　【参加申込期間】平成２３年 １月　７日（金） １３時から１月２１日（金）２３時

　　【せり売り期間】平成２３年 １月２７日（木） １３時から１月３０日（日）２３時

　　【下　 見 　会】平成２３年 １月１２日（水） １０時から１５時　行方市役所麻生庁舎

※滞納税の完納などにより公売中止になる場合があります。
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